
平成 18 年度大学教育の国際化推進プログラム 

（海外先進研究実践支援）申請書作成・記入要領 

 

 

 「平成 18 年度大学教育の国際化推進プログラム（海外先進研究実践支援）」の選定のための審

査は、大学、短期大学及び高等専門学校（以下「大学等」という。）から提出される申請書をもと

に行われます。 

申請書は、以下の共通的留意事項及び個別留意事項の各様式作成・記入方法に従って作成してく

ださい。 

なお、申請書提出後の差し替えや訂正は認めません。 

 

Ⅰ 共通的留意事項 

 

1  申請書は、原則として、パソコン（又はワープロ）を使用し、以下の書式に合わせて作成し

てください。 

  なお、所定の様式の改変（項目の順番の入れ替え等）はできません。 

 

判の大きさ A4 判縦型 

文字の大きさ 11 ポイント 

１行あたりの文字数 40 字 

１ページあたり行数 40 行 

文字方向 横書き 

フォント       明朝体（MS 明朝等） 

 

2 申請書(様式 1,2)は、必ず表裏両面を使って作成し、それぞれ通し番号のページを付してく

ださい。また、それぞれ左横をステープラーで２カ所止めし、見開きの体裁にするとともに、

左横に２穴を開けてください。（別紙を参照） 

3 提出の際は、次のとおり部数を作成 

① 総括表（様式 1）＋個別表（様式 2）文 1＋個別表文 2＋個別表教 1＋・・・（個別表の順

番については別表の順）のセットをインデックス（様式 1 のインデックスには大学名、

様式 2 のインデックスには取組み担当者名を記載すること）を付した上で 20 部作成し、

提出してください。 

② 様式 1 を 5 部、様式 2 は各々個別表ごとに 5 部、それぞれダブルクリップでまとめて提

出してください（インデックスは不要）。 

 

Ⅱ 個別留意事項 

 

1 「平成 18 年度大学教育の国際化推進プログラム（海外先進研究実践支援）申請書（総括表）」

について 

「1.大学等の概要(様式 1-1)」について 

(1) 「整理番号」欄は、空欄としてください。 

(2) 「設置形態」欄は、該当する番号に○印を付けてください（手書きでも可） 



(3) 「大学等の名称」欄には、大学等の名称を正確に記入してください。 

(4) 「所在地」欄には、大学等の本部キャンパスの所在地の郵便番号等を記入してください。 

(5) 「設置者名」欄には、大学等の設置者名を記入してください。国立大学等は国立大学法人

等の名称、公立大学等は地方自治体等の名称（公立大学法人の大学は公立大学法人の名称）、

私立大学等は学校法人の名称を記入してください。 

(6) 「学長等の氏名」欄には、学長の氏名を記入し、フリガナを付してください。なお、高等

専門学校の場合は学長を校長に読み替えてください。 

(7) 「大学等としての取組み名称」欄には、大学等として申請する取組みの内容を端的に表す

名称を必ず全角 20 字以内（半角表記は認めません）で記入してください。20 字以内で表

すことが困難な場合は、別に副題を添えても構いませんが、主たる取組み名称は、必ず全

角 20 字以内で標記してください。 

(8) 「事務担当者連絡先」欄には、必ず連絡が取れる直接の担当者（係長相当職の方）の氏名

及び連絡先等を様式に従って記入してください。なお、「電話番号」欄には、勤務先のほ

か、休日等に対応するため自宅（または携帯）の電話番号を併せて記入してください。ま

た、「e-mail アドレス」欄についても記入してください。 

(9) 「各取組み担当者の取組み一覧」欄には、Ⅰ-3-①の順で記載してください。また、「経費

負担」欄には、「5.事業に係る経費」の①、②の額を記入してください。③には②÷（①

＋②）×100 の数字を小数点第１位（小数点第 2位を四捨五入）まで記入してください。 

(10)「(1)大学・短期大学・高等専門学校の特色(概要)」欄は、大学等が掲げる教育理念・目

的、特色などを 400 字以内（英数小文字及び半角表記も一字でカウントします。）で記述

してください。 

(11)「(2)大学・短期大学・高等専門学校の規模(平成 17 年 5 月 1 日現在)」欄は、下記要領に

従って記入してください。学生の募集停止等がある場合は、適宜注記してください。 

①「学部等名、研究科等名又は学科名」欄は、大学の場合は、設置している学部及び大

学院研究科等の名称を全て記入してください。また、短期大学、高等専門学校の場合

は全ての学科名を記入してください。 

②「学科(課程)数、専攻数」欄は、大学の場合は、学部、研究科毎に学科(課程)数、 

専攻数を記入してください。短期大学、高等専門学校の場合は、空欄にしてください。 

③「収容定員数」「在籍学生数」「専任教員数」欄は、学部、研究科毎にそれぞれ記入

し、最後に合計を入れてください。（なお、教員数の合計は、学校基本調査の専任教

員数に合わせてください。） 

  

「2.大学等としての取組みについて(様式 1-2)」について 

(1) 「2.大学等としての取組みについて」の２つの設問事項については、合計２ページ以内で

作成してください。なお、項目ごとに改ページする必要はありません。 

     また、必要に応じて図表や写真等を組み入れてかまいません。ただし、その場合も上記

ページ数内で行ってください。  

（2）「(1)大学等としての派遣事業の全体計画について」欄には、この取組みの実施体制や実

施プロセスについて具体的に記述してください。 

・この取組みを実施するに至った動機や背景について記述してください。 

・この取組みの目的・目標と大学等の教育理念・目標との関連性について記述してくださ

い。 

・この取組みの期待される成果と本事業の目的との関連性について記述してください。 



(3) 「(2)評価体制等」欄には、この取組みに対する学内の評価実施体制は、どのようになっ

ているかなどについて記述してください。 

 

2 「平成 18 年度大学教育の国際化推進プログラム（海外先進研究実践支援）申請書（個別表）」

について 

「1.取組み担当者名等の概要(様式 2-1)」について 

(1) 「整理番号」欄は、空欄としてください。 

(2)  右上の「専門分野」欄は、別表より専門分野と専攻分野それぞれいずれか一つを選択し、

「専門分野（専攻分野）」で記入してください。（例：文学（哲学・倫理学）） 

(3) 「設置形態」欄は、該当する番号に○印を付けてください（手書きでも可）。 

(4) 「大学等の名称」欄には、大学等の名称を正確に記入してください。 

(5) 「取組み名称」欄には、申請する取組みの内容を端的に表す名称を必ず全角 20 字以内 

（半角表記は認めません）で記入してください。20 字以内で表すことが困難な場合は、別

に副題を添えても構いませんが、主たる取組み名称は、必ず全角 20 字以内で標記してく

ださい。 

(6) 「取組み担当者」とは、実際に海外に派遣され、調査研究に従事する方で、申請書（個別

表）の内容について責任をもって対応できる方を指します。 

なお、「生年月日・年齢」欄の年齢は平成 18 年 4 月 1 日現在の満年齢を記入してくださ

い。 

また、「電話番号」欄には、勤務先のほか、休日等に対応するため自宅（または携帯）

の電話番号を併せて記入してください。 

(7) 「専門分野」欄は、別表より専門分野と専攻分野それぞれいずれか一つを選択し、「専門

分野（専攻分野）」で記入してください。（例：文学（哲学・倫理学）） 

(8) 「受入機関の状況について」欄は、受入機関への依頼状況を記入してください。 

 

「2.個別の取組みについて（様式 2-2）」について 

(1) 「2.個別の取組みについて」の３つの設問事項については、合計３ページ以内で作成して

ください。なお、項目ごとに改ページする必要はありません。 

     また、必要に応じて図表や写真等を組み入れてかまいません。ただし、その場合も上記

ページ数内で行ってください。  

(2) 「(1)個別の取組みの派遣計画・内容について」欄には、海外派遣の計画や内容について

具体的に記述してください。 

   ・この取組みの計画の妥当性について記述してください。 

   ・この取組みの活動内容、調査研究方法（実験調査方法等）について具体的に記述し 

てください。 

     ・この取組みの計画の発展性や効果等について具体的に記述してください。 

・この取組みにより今後の教育研究内容等にどのような効果があるのか記述してくだ 

さい。 

(3) 「(2)スケジュール等について」欄には、受入研究機関や事業機関について記述すると 

ともに派遣先における具体的な活動内容、調査研究方法等について記述してください。 

    (4) 「(3)本取組みの内容や支援体制について」欄には、取組み担当者の直接の上司等が記入

することとし、「記入者名」欄に氏名と所属を記入した上で、本取組みの評価や、派遣中

の支援体制等について記入してください。 



     ・派遣教員に対する支援体制、派遣期間中の大学の体制等について記述してください。 

     ・本取組みが取組み担当者の教育研究能力の向上にどのようにつながるのか記述してく

ださい。 

     ・本取組みが学部等の教育研究等の向上にどのようにつながるのか記述してください。 

 

  「3.教育研究業績（様式 2-3）」について 

(1) 「3.教育研究業績」の３つの設問事項については、合計２ページ以内で作成してください。 

(2) 「(1)著書、論文等」欄には、過去５年間に遡及するかたちで、著書・学術論文、単著・

共著、ページ数等についても記述してください。発表者等が共同発表、共著の場合は、本

人を含め、記載された順に「発表者等名」欄に記述してください。 

(3) 「(2)その他特記事項」欄には、本取組みを行うに関係する取組みや評価などを具体的に

記述してください。 

   (4) 「(3)過去の渡航歴・語学能力等」欄には、派遣者の渡航期間や主な渡航先国、用務及び

費用の出所、派遣地における調査研究に支障が生じないほどのコミュニケーションがとれ

る語学の能力があることについて記述してください。 

 

 「4.データ・資料（様式 2-4）」について 

(1) 「4.データ・資料」は３ページ以内で作成してください。 

(2) 「4.データ・資料」欄には、「2.個別の取組みについて」、「3.教育研究業績」に記述さ

れた内容を示すデータや資料を取りまとめ、出典を付して記述または貼付してください。 

 

  「5.事業に係る経費（様式 2-5）」について 

(1)「5.事業に係る経費」は１ページ以内で作成してください。 

(2)「平成 18 年度の補助事業に係る申請予定経費」欄は、当該年度の補助事業を遂行するに当

たり、必要となる外国旅費を記入してください。  

   なお、本調書に計上した経費であっても、研究拠点形成費等補助金(海外先進研究実践支

援)取扱要領等に沿わない経費の場合は、交付の対象にはなりませんので注意してください。 

(3) 金額は、千円単位で記入し、千円未満の端数は切り捨ててください。 

(4) 旅費の交通費、宿泊費及び日当等は、補助事業者の規程等に基づき算定してください。な

お、交通手段、交通経路については、効率的かつ経済的なものを社会一般の常識に照らして

選択してください。（最寄りの国際空港までの国内旅費や振込み手数料は補助対象ではあり

ません。） 

 

  「6.旅費内訳表（様式 2-6）」について 

(1) 「整理番号」欄は、空欄としてください。 

(2) 「大学等の名称」欄には、大学等の名称を正確に記入してください。 

(3) 「取組み担当者名」欄には、取組み担当者名を正確に記入してください。 

(4) 「年月日」欄には、「年.月.日」の半角で記入してください。 

(5) 「出発地」、「到着地」、「宿泊地」欄には「国名（都市名等）」を記載してください。 

(6) 「日数」、「単価」、「航空賃」、「支度料」、「雑費」の欄は、申請大学等の旅費規程

等に基づき、正確に記入してください。 

   また、「航空賃」については、内訳についても記載してください。 

 



（別 表） 

専門分野 専攻分野 

文学 

 

 

哲学・倫理学、心理学、宗教学、国史学、東洋史学、西洋史学、 

考古学・人類学、国文学、中国文学、英文学、独文学、仏文学、 

言語学その他の外国語、図書館学 

教育学・保育 

 

教育原理・教育史、教育社会学、社会教育、教育制度，教育行財政、 

幼児教育、障害児教育、教育方法、教育心理学、教科教育 

社会学・社会福祉学 社会学、社会福祉学 

法学 

 

 

法制史、商法、外国法、憲法、国際法、民事訴訟法、刑法、民法、労働法、

行政法、知的財産法、政治学、経済法・国際取引法、刑事訴訟法、基礎法、

法律実務 

経済学 経済学、商学、経営学 

理学 数学、物理学、化学、生物学、地理学、地学 

医学 

 

 

 

解剖学、生理学、生化学、分子生物学、薬理学、病理学、微生物学、 

衛生学、寄生虫学、法医学、内科学、神経精神医学、小児科学、外科学、 

整形外科学、皮膚科学、泌尿器科学、眼科学、耳鼻咽喉科学、 

産科婦人科学、放射線医学、麻酔学、臨床検査学、医用工学、医療倫理学 

歯学 

 

系統解剖学、口腔生理学、口腔生化学、細菌学、口腔病理学、歯科薬理学、

歯科理工学、予防歯科学、歯周療法学、歯科補綴学、口腔外科学、 

歯科矯正学、歯科放射線学、小児歯科学・障害者歯科 

薬学 天然物化学、生化学、薬理学、衛生化学、薬剤学、薬物動態学、薬化学、 

生物無機化学、有機化学合成、微生物学 

保健衛生学 生理学、感染症学、病理学、検査技術管理学、公衆衛生学、核医学、 

放射線医学、看護学、生化学・分子生物学、臨床検査医学、衛生検査学、

理学・作業療法、医療情報学・医療管理学 

工学 機械工学、電気工学、応用化学、土木工学、建築学、金属工学、 

応用物理学、経営工学、生物工学 

農学 農学、農芸化学、農業工学、農業経済学、獣医学、畜産学、林学、水産学 

家政学 生活経営関係、食物関係、被服関係、住居関係、児童関係、生活理学関係 

美術 美学・美術史、絵画、彫刻、デザイン、工芸一般、映像、演劇 

音楽 音楽学、声楽、器楽、作曲・指揮 

体育学 保健、体育、健康教育学 

秘書  

獣医学  

鍼灸  

柔道整復  

情報 経済学、理学、情報工学・通信、メディア・ネットワーク、芸術 

環境 哲学・倫理学、社会学、法学、経済学、理学（生物、化学）、 

地球環境システム学、公衆衛生学、 

工学（応用化学，土木工学，建築学，エネルギー学）、デザイン、農学、

家政学 

 



（別 紙） 

申請書の綴じ方 
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・Ⅰ-3-①について 

   

 

                 上記セットを 20 部提出 
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※ それぞれにインデックス（様式 1は大学名、様式 2は取組み担当者名）を付けること。
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 ・Ⅰ-3-②について 

 

ダブルクリップで止める。

様式 1-1 

総括表 

 

 

様式 1-1 

総括表 

 

 

様式 1-1 

総括表 

 

 

様式 1-1 
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ダブルクリップで止める。

様式 2-1 

個別表 
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個別表 
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様式 2-1 

個別表 
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・
・
・ 

※ インデックスは不要。 
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